公共工事報酬確保法案の送付と民主党議員との意見交換の概要報告について

　連日のご健闘に敬意を表します。

　民主党は昨年、国が発注する公共事業に従事する労働者の適正な報酬を確保するため、「公共工事報酬確保法案」を作成しました。その後、総選挙を経て、政府と与党では現在、「公共工事報酬確保法案」について、政府法案とすると、議員立法として国会に提案するかを調整しております。

　法案は国の公共事業に限定しているため、地方自治体が発注する公共事業は対象外ですが、今法案が成立すれば、公契約法や公契約条例につながる一歩となることが想定されます。なお、今回の法案については、全建総連傘下の組合員への波及影響が期待されますが、今後の公契約法や公契約条例の制定に向けて、各県でも全建総連との連携強化をお願いいたします。

　法案原案を各県に送付いたします。また、自治労本部は過日、法案作成を担当した民主党議員と意見交換を行いました。やりとりは以下のとおりです。

記

1. 法案資料

2. 民主党との意見交換

（1） 日時・場所

　2月26日（金）14：00　　参院会館

（2）対応者

　山下八洲夫・参議院議員（民主党・公共工事作業報酬等確保法策定小委員会・座長）

　犬塚直史・参議院議員（同・事務局長）

　相原久美子・参議院議員

（3）自治労側出席者

　岡本書記長、石上総合政治政策局長、森総合公共民間局長、南部政策局長

（4）主なやり取り

（山下）

　　昨年、野党時代に法案準備を始めた。3月中旬までに、内閣提案でいけるか検討中。内閣提案が無理なら、3月中に、議員立法として準備したい。

（犬塚）

　　今回の法案は国の事業にしぼった法案。自治体は対象ではない。もともとの問題意識は、このままでは職人さんがいなくなるという危機感。職人は1人前になるのに10年はかかるが、今の状態では、10年働いても、最低賃金の水準だ。

（自治労）

　　今回の法案は国の公共事業が対象。自治体についてはどうお考えか。また、公共事業にとどまらず、委託契約も対象とした公契約法などが必要ではないか。

（犬塚）

私どもも、ILO94号条約の考えを念頭に置いている。ただ、法案の原案を検討する段階では、委託契約などについても検討したが、適切な報酬の設定などが困難だった。公共事業については、「公共工事設計労務単価」がすでにあるので、まず、国の公共工事から始めたい。

（山下）

安ければよいとの考え方は問題がある。下限を設定する必要がある。国が法律を定めれば、自治体にも影響が出るし、自治体としてもアクションを取ることになると思う。

（犬塚）

まずは公共事業にしぼった法案を実現させ、その後、他の公契約に範囲を広げていきたい。自治労からも知恵を出してほしい。

3.問い合わせ先

　自治労本部・総合政治政策局（担当・永田）

以　上

